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   行政手続における押印の見直しに伴う関係条例の整備に関する条例について 

 

   第１条による改正 

   職員の服務の宣誓に関する条例 

 

現行様式 
                              （丸囲い部分を削除） 

    別記様式 

  
 

 
 

 
 

 
 

宣 
 

誓 
 

書 

  
私
は
、
こ
こ
に
、
主
権
が
国
民
に
存
す
る
こ
と
を
認
め
る
日
本
国
憲
法
を
尊
重
し
、

か
つ
、
擁
護
す
る
こ
と
を
固
く
誓
い
ま
す
。 

 

私
は
、
地
方
自
治
の
本
旨
を
体
す
る
と
と
も
に
、
公
務
を
民
主
的
か
つ
能
率
的
に
運

営
す
べ
き
責
務
を
深
く
自
覚
し
、
全
体
の
奉
仕
者
と
し
て
誠
実
か
つ
公
正
に
職
務
を
執

行
す
る
こ
と
を
固
く
誓
い
ま
す
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議案第３号関係資料 
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   行政手続における押印の見直しに伴う関係条例の整備に関する条例について 

 

   第２条による改正 

   宮代町固定資産評価審査委員会条例 新旧対照表 

                                  （下線部分が改正部分） 

 

 

改   正   案 現       行 

（審査の申出） （審査の申出） 

第４条 （略） 第４条 （略） 

２及び３ （略） ２及び３ （略） 

 ４ 審査申出書には、審査の申出人（審査申出

人が法人その他の社団又は財団であるときは

代表者又は管理人、総代を互選したときは総

代、代理人によって申出するときは代理人）

が押印しなければならない。 

４及び５ （略） ５及び６ （略） 

（口頭審理） （口頭審理） 

第８条 口頭審理の指揮は、委員会が指定する

審査長が行う。 

第８条 口頭審理の指揮は、委員会が指定する

審査長が行う。 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 前項の口述書には、次に掲げる事項を記載

             しなければなら

ない。 

５ 前項の口述書には、次に掲げる事項を記載

し、提出者がこれに署名押印しなければなら

ない。 

（１）提出者の住所及び氏名 （１）提出者の住所及び氏名 

（２）提出の年月日 （２）提出の年月日 

（３）証言すべき事項 （３）証言すべき事項 
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   行政手続における押印の見直しに伴う関係条例の整備に関する条例について 

 

   第３条による改正 

   宮代町立学校県費負担教職員の服務の宣誓に関する条例 

 

現行様式 
                             （丸囲い部分を削除） 

       別記様式（第２条関係） 

       （一般職員用） 

宣 誓 書 

 

 私は、ここに、日本国憲法を尊重し、かつ、擁護す

ることを固く誓います。 

 私は、地方自治の本旨を体するとともに公務を民主

的かつ能率的に運営すべき責務を深く自覚し、全体の

奉仕者として、誠実かつ公正に職務を執行することを

固く誓います。 

 

   年  月  日 

           氏名      印 

 

        この用紙は、日本産業規格Ａ列４番を標準とする。 

 

       （教職員用） 

宣 誓 書 

 

 私は、ここに、日本国憲法を尊重し、かつ、擁護す

ることを固く誓います。 

 私は、地方自治及び教育の本旨を体するとともに教

育公務員としての責務を深く自覚し、全体の奉仕者と

して、誠実かつ公正に職務を執行することを固く誓い

ます。 

 

     年  月  日 

                     氏名      印  

       この用紙は、日本産業規格Ａ列４番を標準とする。 
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宮代町国民健康保険税条例 新旧対照表 

（下線部分が改正部分） 

改   正   案 現       行 

（課税額） （課税額） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額

は、世帯主（前条第２項の世帯主を除く。）及

びその世帯に属する国民健康保険の被保険者

につき算定した所得割額及び被保険者均等割

額  の合算額とする。ただし、当該合算額が

１９万円を超える場合においては、後期高齢

者支援金等課税額は、１９万円とする。 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額

は、世帯主（前条第２項の世帯主を除く。）及

びその世帯に属する国民健康保険の被保険者

につき算定した所得割額並びに被保険者均等

割額の合算額とする。ただし、当該合算額が

１９万円を超える場合においては、後期高齢

者支援金等課税額は、１９万円とする。 

４ 第１項第３号の介護納付金課税額は、介護

納付金課税被保険者である世帯主（前条第２

項の世帯主を除く。）及びその世帯に属する介

護納付金課税被保険者につき算定した所得割

額及び被保険者均等割額  の合算額とする。

ただし、当該合算額が１７万円を超える場合

においては、介護納付金課税額は、１７万円

とする。 

４ 第１項第３号の介護納付金課税額は、介護

納付金課税被保険者である世帯主（前条第２

項の世帯主を除く。）及びその世帯に属する介

護納付金課税被保険者につき算定した所得割

額並びに被保険者均等割額の合算額とする。

ただし、当該合算額が１７万円を超える場合

においては、介護納付金課税額は、１７万円

とする。 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額

の所得割額） 

（国民健康保険の被保険者に係る所得割額  

          ） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額

の被保険者均等割額） 

（国民健康保険の被保険者に係る被保険者均

等割額            ） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者

支援金等課税額の所得割額） 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者

支援金等課税額の所得割額） 

第６条 第２条第３項の所得割額は、         

                           基礎控除後の

総所得金額等に１００分の２．０５を乗じて

算定する。 

第６条 第２条第３項の所得割額は、賦課期日

の属する年の前年の所得に係る基礎控除後の

総所得金額等に１００分の２．０５を乗じて

算定する。 

（納税義務の発生、消滅等に伴う賦課） （納税義務の発生、消滅等に伴う賦課） 

第１３条 国民健康保険税の賦課期日後に納税

義務が発生した者には、その発生した日の属

する月から月割をもって算定した第２条第１

項の額（第２３条の規定による減額が行われ

た場合には、その減額後の国民健康保険税の

額とする。以下この条において同じ。）を課す

る。 

第１３条 国民健康保険税の賦課期日後に納税

義務が発生した者には、その発生した日の属

する月から月割をもって算定した第２条第１

項の額（第２３条の規定による減額が行われ

た場合には、同条      の国民健康保険税の

額とする。以下この条において同じ。）を課す

る。 

２～８ （略） ２～８ （略） 

（国民健康保険税の減額） （国民健康保険税の減額） 

第２３条 次の各号のいずれかに掲げる国民健

康保険税の納税義務者に対して課する国民健

康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎課

第２３条 次の各号のいずれかに掲げる国民健

康保険税の納税義務者に対して課する国民健

康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎課

議案第４号関係資料 
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改   正   案 現       行 

税額からアに掲げる額を減額して得た額（当

該減額して得た額が６３万円を超える場合に

は、６３万円）、同条第３項本文の後期高齢者

支援金等課税額からイに掲げる額を減額して

得た額（当該減額して得た額が１９万円を超

える場合には、１９万円）並びに同条第４項

本文の介護納付金課税額からウに掲げる額を

減額して得た額（当該減額して得た額が１７

万円を超える場合には、１７万円）の合算額

とする。 

税額からアに掲げる額を減額して得た額（当

該減額して得た額が６３万円を超える場合に

は、６３万円）、同条第３項本文の後期高齢者

支援金等課税額からイに掲げる額を減額して

得た額（当該減額して得た額が１９万円を超

える場合には、１９万円）並びに同条第４項

本文の介護納付金課税額からウに掲げる額を

減額して得た額（当該減額して得た額が１７

万円を超える場合には、１７万円）の合算額

とする。 

（１）法第７０３条の５第１項に規定する総所

得金額及び山林所得金額の合算額が４３万

円（納税義務者並びにその世帯に属する国

民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所

属者のうち給与所得を有する者（前年中に

法第７０３条の５第１項に規定する総所得

金額に係る所得税法（昭和４０年法律第３

３号）第２８条第１項に規定する給与所得

について同条第３項に規定する給与所得控

除額の控除を受けた者（同条第１項に規定

する給与等の収入金額が５５万円を超える

者に限る。）をいう。以下この号において同

じ。）の数及び公的年金等に係る所得を有す

る者（前年中に法第７０３条の５第１項に

規定する総所得金額に係る所得税法第３５

条第３項に規定する公的年金等に係る所得

について同条第４項に規定する公的年金等

控除額の控除を受けた者（年齢６５歳未満

の者にあっては当該公的年金等の収入金額

が６０万円を超える者に限り、年齢６５歳

以上の者にあっては当該公的年金等の収入

金額が１１０万円を超える者に限る。）をい

い、給与所得を有する者を除く。）の数の合

計数（以下この条において「給与所得者等

の数」という。）が２以上の場合にあっては、

４３万円に当該給与所得者等の数から１を

減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加

算した金額）を超えない世帯に係る納税義

務者 

（１）法第７０３条の５      に規定する総所

得金額及び山林所得金額の合算額が４３万

円（納税義務者並びにその世帯に属する国

民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所

属者のうち給与所得を有する者（前年中に

法第７０３条の５      に規定する総所得

金額に係る所得税法（昭和４０年法律第３

３号）第２８条第１項に規定する給与所得

について同条第３項に規定する給与所得控

除額の控除を受けた者（同条第１項に規定

する給与等の収入金額が５５万円を超える

者に限る。）をいう。以下この号において同

じ。）の数及び公的年金等に係る所得を有す

る者（前年中に法第７０３条の５      に

規定する総所得金額に係る所得税法第３５

条第３項に規定する公的年金等に係る所得

について同条第４項に規定する公的年金等

控除額の控除を受けた者（年齢６５歳未満

の者にあっては当該公的年金等の収入金額

が６０万円を超える者に限り、年齢６５歳

以上の者にあっては当該公的年金等の収入

金額が１１０万円を超える者に限る。）をい

い、給与所得を有する者を除く。）の数の合

計数（以下この条において「給与所得者等

の数」という。）が２以上の場合にあっては、

４３万円に当該給与所得者等の数から１を

減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加

算した金額）を超えない世帯に係る納税義

務者 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課

税額の被保険者均等割額 被保険者（第

１条第２項に規定する世帯主を除く。） 

１人について ２２，２６０円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険

者均等割額             被保険者（第

１条第２項に規定する世帯主を除く。） 

１人について ２２，２６０円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る後期高 イ 国民健康保険の被保険者に係る後期高
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改   正   案 現       行 

齢者支援金等課税額の被保険者均等割額

 被保険者（第１条第２項に規定する世

帯主を除く。） １人について ７，７０

０円 

齢者支援金等課税額の被保険者均等割額

 被保険者（第１条第２項に規定する世

帯主を除く。） １人について ７，７０

０円 

ウ 介護納付金課税被保険者に係る被保険

者均等割額 介護納付金課税被保険者

（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。） １人について ９，８７０円 

ウ 介護納付金課税被保険者に係る被保険

者均等割額 介護納付金課税被保険者

（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。） １人について ９，８７０円 

（２）法第７０３条の５第１項に規定する総所

得金額及び山林所得金額の合算額が４３万

円（納税義務者並びにその世帯に属する国

民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所

属者のうち給与所得者等の数が２以上の場

合にあっては、４３万円に当該給与所得者

等の数から１を減じた数に１０万円を乗じ

て得た金額を加算した金額）に被保険者及

び特定同一世帯所属者（国民健康保険法第

６条第８号の規定により被保険者の資格を

喪失した者であって、当該資格を喪失した

日の前日以後継続して同一の世帯に属する

ものをいう。以下同じ。）１人につき２８５，

０００円を加算した金額を超えない世帯に

係る納税義務者（前号に該当する者を除

く。） 

（２）法第７０３条の５      に規定する総所

得金額及び山林所得金額の合算額が４３万

円（納税義務者並びにその世帯に属する国

民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所

属者のうち給与所得者等の数が２以上の場

合にあっては、４３万円に当該給与所得者

等の数から１を減じた数に１０万円を乗じ

て得た金額を加算した金額）に被保険者及

び特定同一世帯所属者（国民健康保険法第

６条第８号の規定により被保険者の資格を

喪失した者であって、当該資格を喪失した

日の前日以後継続して同一の世帯に属する

ものをいう。以下同じ。）１人につき２８５，

０００円を加算した金額を超えない世帯に

係る納税義務者（前号に該当する者を除

く。） 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課

税額の被保険者均等割額 被保険者（第

１条第２項に規定する世帯主を除く。） 

１人について １５，９００円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険

者均等割額             被保険者（第

１条第２項に規定する世帯主を除く。） 

１人について １５，９００円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る後期高

齢者支援金等課税額の被保険者均等割額

 被保険者（第１条第２項に規定する世

帯主を除く。） １人について ５，５０

０円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る後期高

齢者支援金等課税額の被保険者均等割額

 被保険者（第１条第２項に規定する世

帯主を除く。） １人について ５，５０

０円 

ウ 介護納付金課税被保険者に係る被保険

者均等割額 介護納付金課税被保険者

（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。） １人について ７，０５０円 

ウ 介護納付金課税被保険者に係る被保険

者均等割額 介護納付金課税被保険者

（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。） １人について ７，０５０円 

（３）法第７０３条の５第１項に規定する総所

得金額及び山林所得金額の合算額が、４３

万円（納税義務者並びにその世帯に属する

国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯

所属者のうち給与所得者等の数が２以上の

場合にあっては、４３万円に当該給与所得

者等の数から１を減じた数に１０万円を乗

（３）法第７０３条の５      に規定する総所

得金額及び山林所得金額の合算額が、４３

万円（納税義務者並びにその世帯に属する

国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯

所属者のうち給与所得者等の数が２以上の

場合にあっては、４３万円に当該給与所得

者等の数から１を減じた数に１０万円を乗
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改   正   案 現       行 

じて得た金額を加算した金額）に被保険者

及び特定同一世帯所属者１人につき５２万

円を加算した金額を超えない世帯に係る納

税義務者（前２号に該当する者を除く。） 

じて得た金額を加算した金額）に被保険者

及び特定同一世帯所属者１人につき５２万

円を加算した金額を超えない世帯に係る納

税義務者（前２号に該当する者を除く。） 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課

税額の被保険者均等割額 被保険者（第

１条第２項に規定する世帯主を除く。） 

１人について ６，３６０円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険

者均等割額             被保険者（第

１条第２項に規定する世帯主を除く。） 

１人について ６，３６０円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る後期高

齢者支援金等課税額の被保険者均等割額

 被保険者（第１条第２項に規定する世

帯主を除く。） １人について ２，２０

０円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る後期高

齢者支援金等課税額の被保険者均等割額

 被保険者（第１条第２項に規定する世

帯主を除く。） １人について ２，２０

０円 

ウ 介護納付金課税被保険者に係る被保険

者均等割額 介護納付金課税被保険者

（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。） １人について ２，８２０円 

ウ 介護納付金課税被保険者に係る被保険

者均等割額 介護納付金課税被保険者

（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。） １人について ２，８２０円 

２ 国民健康保険税の納税義務者の属する世帯

内に６歳に達する日以後の最初の３月３１日

以前である被保険者（以下「未就学児」とい

う。）がある場合における当該納税義務者に対

して課する被保険者均等割額（当該納税義務

者の世帯に属する未就学児につき算定した被

保険者均等割額（前項に規定する金額を減額

するものとした場合にあっては、その減額後

の被保険者均等割額）に限る。）は、当該被保

険者均等割額から、次の各号に掲げる区分に

応じ、それぞれ当該各号に定める額を減額し

て得た額とする。 

（１）国民健康保険の被保険者に係る基礎課税

額の被保険者均等割額 次に掲げる世帯の

区分に応じ、それぞれ未就学児１人につい

て次に定める額 

ア 前項第１号アに規定する金額を減額し

た世帯 ４，７７０円 

イ 前項第２号アに規定する金額を減額し

た世帯 ７，９５０円 

ウ 前項第３号アに規定する金額を減額し

た世帯 １２，７２０円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯

 １５，９００円 

（２）国民健康保険の被保険者に係る後期高齢

者支援金等課税額の被保険者均等割額 次

に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就
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学児１人について次に定める額 

ア 前項第１号イに規定する金額を減額し

た世帯 １，６５０円 

イ 前項第２号イに規定する金額を減額し

た世帯 ２，７５０円 

ウ 前項第３号イに規定する金額を減額し

た世帯 ４，４００円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯

 ５，５００円 

（特例対象被保険者等に係る国民健康保険税

の課税の特例） 

（特例対象被保険者等に係る国民健康保険税

の課税の特例） 

第２３条の２ 国民健康保険税の納税義務者で

ある世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が

特例対象被保険者等（法第７０３条の５の２

第２項に規定する特例対象被保険者等をい

う。第２４条の２において同じ。）である場合

における第３条及び前条第１項の規定の適用

については、第３条第１項中「規定する総所

得金額」とあるのは「規定する総所得金額（第

２３条の２に規定する特例対象被保険者等の

総所得金額に給与所得が含まれている場合に

おいては、当該給与所得については、所得税

法第２８条第２項の規定によって計算した金

額の１００分の３０に相当する金額によるも

のとする。次項において同じ。）」と、「同条第

２項」とあるのは「法第３１４条の２第２項」

と、前条第１項第１号中「総所得金額及び」

とあるのは「総所得金額（次条に規定する特

例対象被保険者等の総所得金額に給与所得が

含まれている場合においては、当該給与所得

については、所得税法第２８条第２項の規定

によって計算した金額の１００分の３０に相

当する金額によるものとする。次号において

同じ。）及び」とする。 

第２３条の２ 国民健康保険税の納税義務者で

ある世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が

特例対象被保険者等（法第７０３条の５の２

第２項に規定する特例対象被保険者等をい

う。第２４条の２において同じ。）である場合

における第３条及び前条の      規定の適用

については、第３条第１項中「規定する総所

得金額」とあるのは「規定する総所得金額（第

２３条の２に規定する特例対象被保険者等の

総所得金額に給与所得が含まれている場合に

おいては、当該給与所得については、所得税

法第２８条第２項の規定によって計算した金

額の１００分の３０に相当する金額によるも

のとする。次項において同じ。）」と、「同条第

２項」とあるのは「法第３１４条の２第２項」

と、前条第１号      中「総所得金額」    

とあるのは「総所得金額（次条に規定する特

例対象被保険者等の総所得金額に給与所得が

含まれている場合においては、当該給与所得

については、所得税法第２８条第２項の規定

によって計算した金額の１００分の３０に相

当する金額によるものとする。次号において

同じ。）    」とする。 

附 則 附 則 

１ （略） １ （略） 

（公的年金等に係る所得に係る国民健康保険

税の課税の特例） 

（公的年金等に係る所得に係る国民健康保険

税の課税の特例） 

２ 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国

民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯

所属者が、前年中に所得税法第３５条第３項

に規定する公的年金等に係る所得について同

条第４項に規定する公的年金等控除額（年齢

２ 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国

民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯

所属者が、前年中に所得税法第３５条第３項

に規定する公的年金等に係る所得について同

条第４項に規定する公的年金等控除額（年齢
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６５歳以上である者に係るものに限る。次項

から附則第６項までにおいて「特定公的年金

等控除額」という。）の控除を受けた場合にお

ける第２３条第１項の規定の適用について

は、同条中「法第７０３条の５第１項に規定

する総所得金額及び山林所得金額」とあるの

は「法第７０３条の５第１項に規定する総所

得金額（所得税法第３５条第３項に規定する

公的年金等に係る所得については、同条第２

項第１号の規定によって計算した金額から１

５万円を控除した金額によるものとする。）及

び山林所得金額」と、「１１０万円」とあるの

は「１２５万円」とする。 

６５歳以上である者に係るものに限る。次項

から附則第６項までにおいて「特定公的年金

等控除額」という。）の控除を受けた場合にお

ける第２３条      の規定の適用について

は、同条中「法第７０３条の５      に規定

する総所得金額及び山林所得金額」とあるの

は「法第７０３条の５      に規定する総所

得金額（所得税法第３５条第３項に規定する

公的年金等に係る所得については、同条第２

項第１号の規定によって計算した金額から１

５万円を控除した金額によるものとする。）及

び山林所得金額」と、「１１０万円」とあるの

は「１２５万円」とする。 

（上場株式等に係る配当所得等に係る国民健

康保険税の課税の特例） 

（上場株式等に係る配当所得等に係る国民健

康保険税の課税の特例） 

３ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険

の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法

附則第３３条の２第５項の配当所得等を有す

る場合における第３条、第６条、第８条及び

第２３条第１項の規定の適用については、第

３条第１項中「及び山林所得金額」とあるの

は「及び山林所得金額並びに法附則第３３条

の２第５項に規定する上場株式等に係る配当

所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは

「法第３１４条の２第２項」と、同条第２項

中「又は山林所得金額」とあるのは「若しく

は山林所得金額又は法附則第３３条の２第５

項に規定する上場株式等に係る配当所得等の

金額」と、第２３条第１項中「及び山林所得

金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに

法附則第３３条の２第５項に規定する上場株

式等に係る配当所得等の金額」とする。 

３ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険

の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法

附則第３３条の２第５項の配当所得等を有す

る場合における第３条、第６条、第８条及び

第２３条      の規定の適用については、第

３条第１項中「及び山林所得金額」とあるの

は「及び山林所得金額並びに法附則第３３条

の２第５項に規定する上場株式等に係る配当

所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは

「法第３１４条の２第２項」と、同条第２項

中「又は山林所得金額」とあるのは「若しく

は山林所得金額又は法附則第３３条の２第５

項に規定する上場株式等に係る配当所得等の

金額」と、第２３条      中「及び山林所得

金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに

法附則第３３条の２第５項に規定する上場株

式等に係る配当所得等の金額」とする。 

（長期譲渡所得に係る国民健康保険税の課税

の特例） 

（長期譲渡所得に係る国民健康保険税の課税

の特例） 

４ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険

の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法

附則第３４条第４項の譲渡所得を有する場合

における第３条、第６条、第８条及び第２３

条第１項の規定の適用については、第３条第

１項中「及び山林所得金額の合計額から同条

第２項」とあるのは「及び山林所得金額並び

に法附則第３４条第４項に規定する長期譲渡

所得の金額（租税特別措置法（昭和３２年法

律第２６号）第３３条の４第１項若しくは第

４ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険

の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法

附則第３４条第４項の譲渡所得を有する場合

における第３条、第６条、第８条及び第２３

条      の規定の適用については、第３条第

１項中「及び山林所得金額の合計額から同条

第２項」とあるのは「及び山林所得金額並び

に法附則第３４条第４項に規定する長期譲渡

所得の金額（租税特別措置法（昭和３２年法

律第２６号）第３３条の４第１項若しくは第
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２項、第３４条第１項、第３４条の２第１項、

第３４条の３第１項、第３５条第１項、第３

５条の２第１項、第３５条の３第１項又は第

３６条の規定に該当する場合には、これらの

規定の適用により同法第３１条第１項に規定

する長期譲渡所得の金額から控除する金額を

控除した金額。以下この項において「控除後

の長期譲渡所得の金額」という。）の合計額か

ら法第３１４条の２第２項」と、「及び山林所

得金額の合計額（」とあるのは「及び山林所

得金額並びに控除後の長期譲渡所得の金額の

合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得

金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又

は法附則第３４条第４項に規定する長期譲渡

所得の金額」と、第２３条第１項中「及び山

林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額

並びに法附則第３４条第４項に規定する長期

譲渡所得の金額」とする。 

２項、第３４条第１項、第３４条の２第１項、

第３４条の３第１項、第３５条第１項、第３

５条の２第１項、第３５条の３第１項又は第

３６条の規定に該当する場合には、これらの

規定の適用により同法第３１条第１項に規定

する長期譲渡所得の金額から控除する金額を

控除した金額。以下この項において「控除後

の長期譲渡所得の金額」という。）の合計額か

ら法第３１４条の２第２項」と、「及び山林所

得金額の合計額（」とあるのは「及び山林所

得金額並びに控除後の長期譲渡所得の金額の

合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得

金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又

は法附則第３４条第４項に規定する長期譲渡

所得の金額」と、第２３条      中「及び山

林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額

並びに法附則第３４条第４項に規定する長期

譲渡所得の金額」とする。 

５ （略） ５ （略） 

（一般株式等に係る譲渡所得等に係る国民健

康保険税の課税の特例） 

（一般株式等に係る譲渡所得等に係る国民健

康保険税の課税の特例） 

６ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険

の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法

附則第３５条の２第５項の一般株式等に係る

譲渡所得等を有する場合における第３条、第

６条、第８条及び第２３条第１項の規定の適

用については、第３条第１項中「及び山林所

得金額」とあるのは「及び山林所得金額並び

に法附則第３５条の２第５項に規定する一般

株式等に係る譲渡所得等の金額」と、「同条第

２項」とあるのは「法第３１４条の２第２項」

と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあ

るのは「若しくは山林所得金額又は法附則第

３５条の２第５項に規定する一般株式等に係

る譲渡所得等の金額」と、第２３条第１項中

「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林

所得金額並びに法附則第３５条の２第５項に

規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金

額」とする。 

６ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険

の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法

附則第３５条の２第５項の一般株式等に係る

譲渡所得等を有する場合における第３条、第

６条、第８条及び第２３条      の規定の適

用については、第３条第１項中「及び山林所

得金額」とあるのは「及び山林所得金額並び

に法附則第３５条の２第５項に規定する一般

株式等に係る譲渡所得等の金額」と、「同条第

２項」とあるのは「法第３１４条の２第２項」

と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあ

るのは「若しくは山林所得金額又は法附則第

３５条の２第５項に規定する一般株式等に係

る譲渡所得等の金額」と、第２３条      中

「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林

所得金額並びに法附則第３５条の２第５項に

規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金

額」とする。 

（上場株式等に係る譲渡所得等に係る国民健

康保険税の課税の特例） 

（上場株式等に係る譲渡所得等に係る国民健

康保険税の課税の特例） 

７ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険

の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法

附則第３５条の２の２第５項の上場株式等に

７ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険

の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法

附則第３５条の２の２第５項の上場株式等に
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係る譲渡所得等を有する場合における第３

条、第６条、第８条及び第２３条第１項の規

定の適用については、第３条第１項中「及び

山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金

額並びに法附則第３５条の２の２第５項に規

定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額」

と、「同条第２項」とあるのは「法第３１４条

の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所

得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額

又は法附則第３５条の２の２第５項に規定す

る上場株式等に係る譲渡所得等の金額」と、

第２３条第１項中「及び山林所得金額」とあ

るのは「及び山林所得金額並びに法附則第３

５条の２の２第５項に規定する上場株式等に

係る譲渡所得等の金額」とする。 

係る譲渡所得等を有する場合における第３

条、第６条、第８条及び第２３条     の規

定の適用については、第３条第１項中「及び

山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金

額並びに法附則第３５条の２の２第５項に規

定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額」

と、「同条第２項」とあるのは「法第３１４条

の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所

得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額

又は法附則第３５条の２の２第５項に規定す

る上場株式等に係る譲渡所得等の金額」と、

第２３条     中「及び山林所得金額」とあ

るのは「及び山林所得金額並びに法附則第３

５条の２の２第５項に規定する上場株式等に

係る譲渡所得等の金額」とする。 

（先物取引に係る雑所得等に係る国民健康保

険税の課税の特例） 

（先物取引に係る雑所得等に係る国民健康保

険税の課税の特例） 

８ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険

の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法

附則第３５条の４第４項の事業所得、譲渡所

得又は雑所得を有する場合における第３条、

第６条、第８条及び第２３条第１項の規定の

適用については、第３条第１項中「及び山林

所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並

びに法附則第３５条の４第４項に規定する先

物取引に係る雑所得等の金額」と、「同条第２

項」とあるのは「法第３１４条の２第２項」

と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあ

るのは「若しくは山林所得金額又は法附則第

３５条の４第４項に規定する先物取引に係る

雑所得等の金額」と、第２３条第１項中「及

び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得

金額並びに法附則第３５条の４第４項に規定

する先物取引に係る雑所得等の金額」とする。 

８ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険

の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法

附則第３５条の４第４項の事業所得、譲渡所

得又は雑所得を有する場合における第３条、

第６条、第８条及び第２３条      の規定の

適用については、第３条第１項中「及び山林

所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並

びに法附則第３５条の４第４項に規定する先

物取引に係る雑所得等の金額」と、「同条第２

項」とあるのは「法第３１４条の２第２項」

と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあ

るのは「若しくは山林所得金額又は法附則第

３５条の４第４項に規定する先物取引に係る

雑所得等の金額」と、第２３条      中「及

び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得

金額並びに法附則第３５条の４第４項に規定

する先物取引に係る雑所得等の金額」とする。 

（土地の譲渡等に係る事業所得等に係る国民

健康保険税の課税の特例） 

（土地の譲渡等に係る事業所得等に係る国民

健康保険税の課税の特例） 

９ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険

の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法

附則第３３条の３第５項の事業所得又は雑所

得を有する場合における第３条、第６条、第

８条及び第２３条第１項の規定の適用につい

ては、第３条第１項中「及び山林所得金額」

とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則

第３３条の３第５項に規定する土地等に係る

９ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険

の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法

附則第３３条の３第５項の事業所得又は雑所

得を有する場合における第３条、第６条、第

８条及び第２３条      の規定の適用につい

ては、第３条第１項中「及び山林所得金額」

とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則

第３３条の３第５項に規定する土地等に係る



12 

 

改   正   案 現       行 

事業所得等の金額」と、「同条第２項」とある

のは「法第３１４条の２第２項」と、同条第

２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額又は法附則第３３条の３

第５項に規定する土地等に係る事業所得等の

金額」と、第２３条第１項中「及び山林所得

金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに

法附則第３３条の３第５項に規定する土地等

に係る事業所得等の金額」とする。 

事業所得等の金額」と、「同条第２項」とある

のは「法第３１４条の２第２項」と、同条第

２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額又は法附則第３３条の３

第５項に規定する土地等に係る事業所得等の

金額」と、第２３条      中「及び山林所得

金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに

法附則第３３条の３第５項に規定する土地等

に係る事業所得等の金額」とする。 

（特例適用利子等に係る国民健康保険税の課

税の特例） 

（特例適用利子等に係る国民健康保険税の課

税の特例） 

１０ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が

外国居住者等の所得に対する相互主義による

所得税等の非課税等に関する法律（昭和３７

年法律第１４４号）第８条第２項に規定する

特例適用利子等、同法第１２条第５項に規定

する特例適用利子等又は同法第１６条第２項

に規定する特例適用利子等に係る利子所得、

配当所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得を

有する場合における第３条、第６条、第８条

及び第２３条第１項の規定の適用について

は、第３条第１項中「山林所得金額の合計額

から同条第２項」とあるのは「山林所得金額

並びに外国居住者等の所得に対する相互主義

による所得税等の非課税等に関する法律（昭

和３７年法律第１４４号）第８条第２項（同

法第１２条第５項及び第１６条第２項におい

て準用する場合を含む。）に規定する特例適用

利子等の額（以下この条及び第２３条第１項

において「特例適用利子等の額」という。）の

合計額から法第３１４条の２第２項」と、「山

林所得金額の合計額（」とあるのは「山林所

得金額並びに特例適用利子等の額の合計額（」

と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあ

るのは「若しくは山林所得金額又は特例適用

利子等の額」と、第２３条第１項中「山林所

得金額」とあるのは「山林所得金額並びに特

例適用利子等の額」とする。 

１０ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が

外国居住者等の所得に対する相互主義による

所得税等の非課税等に関する法律（昭和３７

年法律第１４４号）第８条第２項に規定する

特例適用利子等、同法第１２条第５項に規定

する特例適用利子等又は同法第１６条第２項

に規定する特例適用利子等に係る利子所得、

配当所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得を

有する場合における第３条、第６条、第８条

及び第２３条      の規定の適用について

は、第３条第１項中「山林所得金額の合計額

から同条第２項」とあるのは「山林所得金額

並びに外国居住者等の所得に対する相互主義

による所得税等の非課税等に関する法律（昭

和３７年法律第１４４号）第８条第２項（同

法第１２条第５項及び第１６条第２項におい

て準用する場合を含む。）に規定する特例適用

利子等の額（以下この条及び第２３条      

において「特例適用利子等の額」という。）の

合計額から法第３１４条の２第２項」と、「山

林所得金額の合計額（」とあるのは「山林所

得金額並びに特例適用利子等の額の合計額（」

と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあ

るのは「若しくは山林所得金額又は特例適用

利子等の額」と、第２３条      中「山林所

得金額」とあるのは「山林所得金額並びに特

例適用利子等の額」とする。 

（特例適用配当等に係る国民健康保険税の課

税の特例） 

（特例適用配当等に係る国民健康保険税の課

税の特例） 

１１ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が

外国居住者等の所得に対する相互主義による

１１ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が

外国居住者等の所得に対する相互主義による
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所得税等の非課税等に関する法律第８条第４

項に規定する特例適用配当等、同法第１２条

第６項に規定する特例適用配当等又は同法第

１６条第３項に規定する特例適用配当等に係

る利子所得、配当所得及び雑所得を有する場

合における第３条、第６条、第８条及び第２

３条第１項の規定の適用については、第３条

第１項中「山林所得金額の合計額から同条第

２項」とあるのは「山林所得金額並びに外国

居住者等の所得に対する相互主義による所得

税等の非課税等に関する法律第８条第４項

（同法第１２条第６項及び第１６条第３項に

おいて準用する場合を含む。）に規定する特例

適用配当等の額（以下この条及び第２３条第

１項において「特例適用配当等の額」という。）

の合計額から法第３１４条の２第２項」と、

「山林所得金額の合計額（」とあるのは「山

林所得金額並びに特例適用配当等の額の合計

額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」

とあるのは「若しくは山林所得金額又は特例

適用配当等の額」と、第２３条第１項中「山

林所得金額」とあるのは「山林所得金額並び

に特例適用配当等の額」とする。 

所得税等の非課税等に関する法律第８条第４

項に規定する特例適用配当等、同法第１２条

第６項に規定する特例適用配当等又は同法第

１６条第３項に規定する特例適用配当等に係

る利子所得、配当所得及び雑所得を有する場

合における第３条、第６条、第８条及び第２

３条      の規定の適用については、第３条

第１項中「山林所得金額の合計額から同条第

２項」とあるのは「山林所得金額並びに外国

居住者等の所得に対する相互主義による所得

税等の非課税等に関する法律第８条第４項

（同法第１２条第６項及び第１６条第３項に

おいて準用する場合を含む。）に規定する特例

適用配当等の額（以下この条及び第２３条   

   において「特例適用配当等の額」という。）

の合計額から法第３１４条の２第２項」と、

「山林所得金額の合計額（」とあるのは「山

林所得金額並びに特例適用配当等の額の合計

額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」

とあるのは「若しくは山林所得金額又は特例

適用配当等の額」と、第２３条      中「山

林所得金額」とあるのは「山林所得金額並び

に特例適用配当等の額」とする。 

（条約適用利子等に係る国民健康保険税の課

税の特例） 

（条約適用利子等に係る国民健康保険税の課

税の特例） 

１２ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が

租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法

及び地方税法の特例等に関する法律（昭和４

４年法律第４６号。以下「租税条約等実施特

例法」という。）第３条の２の２第１０項に規

定する条約適用利子等に係る利子所得、配当

所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得を有す

る場合における第３条、第６条、第８条及び

第２３条第１項の規定の適用については、第

３条第１項中「及び山林所得金額の合計額か

ら同条第２項」とあるのは「及び山林所得金

額並びに租税条約等の実施に伴う所得税法、

法人税法及び地方税法の特例等に関する法律

（昭和４４年法律第４６号。以下「租税条約

等実施特例法」という。）第３条の２の２第１

０項に規定する条約適用利子等の額の合計額

から法第３１４条の２第２項」と、「及び山林

所得金額の合計額（」とあるのは「及び山林

１２ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が

租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法

及び地方税法の特例等に関する法律（昭和４

４年法律第４６号。以下「租税条約等実施特

例法」という。）第３条の２の２第１０項に規

定する条約適用利子等に係る利子所得、配当

所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得を有す

る場合における第３条、第６条、第８条及び

第２３条      の規定の適用については、第

３条第１項中「及び山林所得金額の合計額か

ら同条第２項」とあるのは「及び山林所得金

額並びに租税条約等の実施に伴う所得税法、

法人税法及び地方税法の特例等に関する法律

（昭和４４年法律第４６号。以下「租税条約

等実施特例法」という。）第３条の２の２第１

０項に規定する条約適用利子等の額の合計額

から法第３１４条の２第２項」と、「及び山林

所得金額の合計額（」とあるのは「及び山林
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所得金額並びに租税条約等実施特例法第３条

の２の２第１０項に規定する条約適用利子等

の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山

林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得

金額又は租税条約等実施特例法第３条の２の

２第１０項に規定する条約適用利子等の額」

と、第２３条第１項中「及び山林所得金額」

とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条

約等実施特例法第３条の２の２第１０項に規

定する条約適用利子等の額」とする。 

所得金額並びに租税条約等実施特例法第３条

の２の２第１０項に規定する条約適用利子等

の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山

林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得

金額又は租税条約等実施特例法第３条の２の

２第１０項に規定する条約適用利子等の額」

と、第２３条   中「及び山林所得金額」

とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条

約等実施特例法第３条の２の２第１０項に規

定する条約適用利子等の額」とする。 

（条約適用配当等に係る国民健康保険税の課

税の特例） 

（条約適用配当等に係る国民健康保険税の課

税の特例） 

１３ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が

租税条約等実施特例法第３条の２の２第１２

項に規定する条約適用配当等に係る利子所

得、配当所得及び雑所得を有する場合におけ

る第３条、第６条、第８条及び第２３条第１

項の規定の適用については、第３条第１項中

「及び山林所得金額の合計額から同条第２

項」とあるのは「及び山林所得金額並びに租

税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及

び地方税法の特例等に関する法律（昭和４４

年法律第４６号。以下「租税条約等実施特例

法」という。）第３条の２の２第１２項に規定

する条約適用配当等の額の合計額から法第３

１４条の２第２項」と、「及び山林所得金額の

合計額（」とあるのは「及び山林所得金額並

びに租税条約等実施特例法第３条の２の２第

１２項に規定する条約適用配当等の額の合計

額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」

とあるのは「若しくは山林所得金額又は租税

条約等実施特例法第３条の２の２第１２項に

規定する条約適用配当等の額」と、第２３条

第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及

び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法

第３条の２の２第１２項に規定する条約適用

配当等の額」とする。 

１３ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が

租税条約等実施特例法第３条の２の２第１２

項に規定する条約適用配当等に係る利子所

得、配当所得及び雑所得を有する場合におけ

る第３条、第６条、第８条及び第２３条  

 の規定の適用については、第３条第１項中

「及び山林所得金額の合計額から同条第２

項」とあるのは「及び山林所得金額並びに租

税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及

び地方税法の特例等に関する法律（昭和４４

年法律第４６号。以下「租税条約等実施特例

法」という。）第３条の２の２第１２項に規定

する条約適用配当等の額の合計額から法第３

１４条の２第２項」と、「及び山林所得金額の

合計額（」とあるのは「及び山林所得金額並

びに租税条約等実施特例法第３条の２の２第

１２項に規定する条約適用配当等の額の合計

額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」

とあるのは「若しくは山林所得金額又は租税

条約等実施特例法第３条の２の２第１２項に

規定する条約適用配当等の額」と、第２３条

  中「及び山林所得金額」とあるのは「及

び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法

第３条の２の２第１２項に規定する条約適用

配当等の額」とする。 

１４ （略） １４ （略） 
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   宮代町奨学資金貸付条例 新旧対照表 

（下線部分が改正部分） 

 

 

改   正   案 現       行 

（連帯保証人） （連帯保証人） 

第３条 連帯保証人は、１人とし、次に掲げる

要件を備えていなければならない。 

第３条 連帯保証人は、１人とし、次に掲げる

要件を備えていなければならない。 

（１） （略） （１） （略） 

（２）独立の生計を営む成年    であるこ

と。 

（２）独立の生計を営む満２０歳以上であるこ

と。 

（３）及び（４） （略） （３）及び（４） （略） 

議案第５号関係資料 
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   職員の育児休業等に関する条例 新旧対照表 

（下線部分が改正部分） 

改   正   案 現       行 

 （育児休業をすることができない職員）  （育児休業をすることができない職員） 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定め

る職員は、次に掲げる職員とする。 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定め

る職員は、次に掲げる職員とする。 

（１）～（３） （略） （１）～（３） （略） 

（４）次のいずれかに該当する非常勤職員以外

の非常勤職員 

（４）次のいずれかに該当する非常勤職員以外

の非常勤職員 

ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 

 （ア）任命権者を同じくする職（以下「特

定職」という。）に引き続き在職した期

間が１年以上である非常勤職員 

（ア）その養育する子（育児休業法第２条

第１項に規定する子をいう。以下同

じ。）が１歳６箇月に達する日（以下「１

歳６箇月到達日」という。）（第２条の

４の規定に該当する場合にあっては、

２歳に達する日）までに、その任期（任

期が更新される場合にあっては、更新

後のもの）が満了すること及び引き続

いて任命権者を同じくする職（以下「特

定職」という。）に採用されないことが

明らかでない非常勤職員 

（イ）その養育する子（育児休業法第２条

第１項に規定する子をいう。以下同

じ。）が１歳６箇月に達する日（以下「１

歳６箇月到達日」という。）（第２条の

４の規定に該当する場合にあっては、

２歳に達する日）までに、その任期（任

期が更新される場合にあっては、更新

後のもの）が満了すること及び特定職

に引き続き            

        採用されないことが

明らかでない非常勤職員 

（イ） （略） （ウ） （略） 

イ及びウ （略） イ及びウ （略） 

（部分休業をすることができない職員） （部分休業をすることができない職員） 

第２１条 育児休業法第１９条第１項の条例で

定める職員は、次に掲げる職員とする。 

第２１条 育児休業法第１９条第１項の条例で

定める職員は、次に掲げる職員とする。 

（１） （略） （１） （略） 

（２）勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間

を考慮して規則で定める非常勤職員以外の

非常勤職員（地方公務員法第２８条の５第

１項に規定する短時間勤務の職を占める職

員（以下「再任用短時間勤務職員等」とい

う。）を除く。） 

（２）次のいずれにも該当する       

           非常勤職員以外の

非常勤職員（地方公務員法第２８条の５第

１項に規定する短時間勤務の職を占める職

員（以下「再任用短時間勤務職員等」とい

う。）を除く。） 

 ア 特定職に引き続き在職した期間が１年

以上である非常勤職員 

 イ 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時

間を考慮して規則で定める非常勤職員 

第２４条 （略） 第２４条 （略） 

（妊娠又は出産等についての申出があった場

合における措置等） 

 

 

第２５条 任命権者は、職員が当該任命権者に

対し、当該職員又はその配偶者が妊娠し、又

 

議案第６号関係資料 
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は出産したことその他これに準ずる事実を申

し出たときは、当該職員に対して、育児休業

に関する制度その他の事項を知らせるととも

に、育児休業の承認の請求に係る当該職員の

意向を確認するための面談その他の措置を講

じなければならない。 

２ 任命権者は、職員が前項の規定による申出

をしたことを理由として、当該職員が不利益

な取扱いを受けることがないようにしなけれ

ばならない。 

 

（勤務環境の整備に関する措置）  

第２６条 任命権者は、育児休業の承認の請求

が円滑に行われるようにするため、次に掲げ

る措置を講じなければならない。 

 

（１）職員に対する育児休業に係る研修の実施  

（２）育児休業に関する相談体制の整備  

（３）その他育児休業に係る勤務環境の整備に

関する措置 
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   宮代町個人情報保護条例 新旧対照表 

（下線部分が改正部分） 

  

 

 

改   正   案 現       行 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

（１）及び（２） （略） （１）及び（２） （略） 

（３）個人識別符号 個人情報の保護に関する

法律（平成１５年法律第５７号。以下「個

人情報保護法」という。）第２条第２項  

          に規定する個人識別

符号をいう。 

（３）個人識別符号 行政機関の保有する個人

情報の保護に関する法律（平成１５年法律

第５８号。以下「行政機関個人情報保護法」

という。）第２条第３項に規定する個人識別

符号をいう。 

（４）要配慮個人情報 個人情報保護法第２条

第３項    に規定する要配慮個人情報

をいう。 

（４）要配慮個人情報 行政機関個人情報保護

法第２条第４項に規定する要配慮個人情報

をいう。 

（５） （略） （５） （略） 

議案第７号関係資料 
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宮代町学童保育所設置及び管理に関する条例 新旧対照表 

（下線部分が改正部分） 

改   正   案 現       行 

（名称、位置及び定員） （名称、位置及び定員） 

第２条 学童保育所の名称、位置及び定員は、

次のとおりとする。 

第２条 学童保育所の名称、位置及び定員は、

次のとおりとする。 
 

名称 位置 定員 

（略） （略） （略） 

ふじ児童クラブ 宮代町字百間１

１０５番地１２ 

２００人 

かえで第一児童

クラブ 

宮代町大字須賀

１４２６番地１ 

４０人 

かえで第二児童

クラブ 

宮代町大字須賀

１４２５番地１ 

８０人 

 

名称 位置 定員 

（略） （略） （略） 

ふじ児童クラブ 

 

宮代町字百間１

１０５番地１２ 

１６０人 

かえで第一児童

クラブ 

宮代町大字須賀

１４２６番地１ 

４５人 

かえで第二児童

クラブ 

宮代町大字須賀

１４２５番地１ 

３５人 

  
 

 

議案第８号関係資料 
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   宮代町子育てひろば設置及び管理に関する条例 新旧対照表 

（下線部分が改正部分） 

 

 

 

 

 

改   正   案 現       行 

（事業） 

第３条 子育てひろばは、次に掲げる事業を行

う。 

（１） （略） 

 

 

 

（２）～（６） （略） 

（事業） 

第３条 子育てひろばは、次に掲げる事業を行

う。 

（１） （略） 

（２）法第５９条第８号に規定する要保護児童

等に対する支援に資する事業に関するこ

と。 

（３）～（７） （略） 

（利用できる者の範囲） （利用できる者の範囲） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 前項に定める者のほか、第３条各号に掲げ

る事業の実施にあたり町長が特に必要と認め

る者は、利用することができる。 

２ 前項に定める者のほか、第３条各項に掲げ

る事業の実施にあたり町長が特に必要と認め

る者は、利用することができる。 
  

議案第９号関係資料 
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   埼玉県市町村総合事務組合規約 新旧対照表 

（下線部分が改正部分） 

   

 

 

 

    

 

改   正   案 現       行 

別表第１（第３条関係） 別表第１（第３条関係） 

組合市町村 

（略） 埼玉県都市ボートレース企業団

（略） 
 

組合市町村 

（略） 埼玉県都市競艇組合     

（略） 
 

別表第２（第４条関係） 別表第２（第４条関係） 

共同処理

する事務 
組合市町村 

第４条第

１号に掲

げる事務 

（略） 埼玉県都市ボートレース企

業団 （略） 

第４条第

２号に掲

げる事務 

 （略） 

第４条第

３号に掲

げる事務 

 （略） 

 

共同処理

する事務 
組合市町村 

第４条第

１号に掲

げる事務 

（略） 埼玉県都市競艇組合   

 （略） 

第４条第

２号に掲

げる事務 

 （略） 

第４条第

３号に掲

げる事務 

 （略） 
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